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生保加入非対面志向層の実相（3） 

～生保加入プロセスでの分析～ 

 総合調査部 マクロ環境調査グループ 研究理事 河谷 善夫 

（要旨） 

 

○ 本号では生保加入について、そのきっかけから加入目的、情報収集そしてチャネ

ル選択という加入プロセスに着目し、前号から引き続き生命保険文化センターに

よる 2022 年の「生活保障に関する調査」のデータを基に、非対面志向層の特徴

について分析する。直近加入契約時期を 2018年以降と 2017年以前に区分した分

析も行い、特に触れるべきものがあることについては適宜言及していく。 

○ 生保加入プロセスの初期といえる加入きっかけ、加入目的の段階において、非対

面志向層は対面志向層、全体と比べ明確な違いがあるとはいえず、この傾向は直

近加入時期の区分によっても同様であった。 

○ 加入の際の情報収集の段階でも、「人的手段」に過半を依存している点で、非対

面志向層は対面志向層、全体と変わらない。加入時期別にみると、2018年以降で

は「生命保険に関するホームページ」の利用割合が増大しており、足元で非対面

志向層の情報収集段階でのネット利用が進んでいることを示している。但し、

2018年以降加入契約の情報収集段階でも、非対面志向層での「人的手段」の利用

割合は「非人的手段」より 20％ポイント以上大きい状態にある。 

○ 加入チャネルをみると、2018年以降加入契約での非対面志向層のネット利用率の

拡大が特に顕著であり、これが近年における全体でのネット加入率拡大の要因と

なっていることが示唆される。 

○ 非対面志向層におけるネットチャネルの将来利用希望割合も顕著に大きくなっ

ており、彼らの動向が今後のネット利用の拡大に大きな影響を与えることが示唆

される。 

○ 将来の生保加入での利用チャネルの状態を展望する上では、非対面志向層の動向

を掴むことが重要であることが重要であると考えらる。 
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1. 初めに 

本稿は「生保加入における非対面志向層の実相」シリーズの第 3号である。第 1号

では、（公財）生命保険文化センター（以下「文セン」）が 2022年に行った「生活保

障に関する調査」（以下「2022年調査」）のデータを用い、非対面志向層の属性の特

徴を確認した。第 2号では、非対面志向層の生命保険加入の状況、即ち生保加入率と

生保加入水準（年間支払保険料）について特徴を示し、非対面志向・対面志向という

生保加入方法への意向が生保加入率と生保加入水準に影響を与えていることを確認し

た。 

本号では、2022年調査で質問された生保加入プロセスに関する回答を基に、非対面

志向層と対面志向層、全体とを比較して非対面志向層の特徴を分析する。ここでの生

保加入プロセスとは、加入のきっかけ、加入目的、加入の際の情報収集、加入チャネ

ルを指す。本稿では併せて将来加入希望チャネルに対する質問への回答状況も分析す

る。 

この際、2022年調査では従来の「生活保障に関する調査」と同様、生保加入プロセ

スについては直近加入契約に対して質問しており、その直近加入契約数の年次別分布

は資料 1の通りとなっている。 

 

資料 1 2022年調査での直近加入生保の契約年次状況 

 

(出所)2022 年調査データを基に第一生命経済研究所作成 

 

資料 1の通り、直近加入といっても加入時期の範囲がかなり広いということを踏ま

え、分析対象サンプル数の確保も考慮し、加入時期を 2018年以降（1,046サンプル）

と 2017年以前（2,446サンプル）に分けた比較・分析も実施した。そして特にこの加

入時期区分でみた際に特筆すべき事項がある場合には、加入時期をこの 2つに区分し

た対面志向層、全体との比較も示し、非対面志向層の特徴を示すことにする。 

 

 

加入年 数 加入年 数

(a) 2022年 92 (f) 2017年～2012年 701

(b) 2021年 241 (g) 2011年以前 1,745

(c) 2020年 232

(d) 2019年 222

(e) 2018年 259 (h) 不明 444

1,046 3,936

(2017年以前契約)

(f+g)
2,446

(2018年以降契約)

(a+b+c+d+e)

合計

(a+b+c+d+e+f+g+h)
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2. 生保加入のきっかけについて 

生保は加入ニーズが潜在的とされる。その分、加入きっかけを把握することは、マ

ーケティング上重要となる。この重要性を踏まえ、文センの「生活保障に関する調

査」は同内容での質問が続けられ、2022年調査でも従来と同じ内容での質問が設定さ

れた。その結果について非対面志向層と対面志向層、全体を比較して示したのが資料

2である。 

 

資料 2 直近生保加入のきっかけの状況(複数回答)  

(出所)資料 1 と同じ 

 

非対面志向層の加入のきっかけについて「広告等をみて」「メール・チラシ等をみ

て」といった外部情報からの刺激をきっかけとする割合は対面志向層、全体と比べ相

対的に大きく、非対面志向層らしい傾向といえる。また「営業職員・窓口で勧められ

たので」の割合は対面志向層、全体よりかなり小さく、やはり非対面志向層らしい傾

向といえる。 

非対面志向層はこのような特徴はあるものの、絶対水準の割合の大きさでみると、

「家族、友人に勧められたので」の割合が最も大きく、対面志向層、全体と同様であ

る。「就職したので」「結婚したので」「子供が誕生したので」というライフイベン

ト系のきっかけの割合の大きさもさほど変わらない。非対面志向層だからということ

https://www.dlri.co.jp/
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で、生保加入のきっかけの状況は大きく異なってはいないといえる。そして資料は省

略するが、こうした状況は、2018年以降加入契約と 2017年以前加入契約の間で大き

な変化は見られなかった。 

 

3. 生保加入目的について 

2022年調査での直近加入生保の加入目的に対する回答状況を非対面志向層と対面志

向層、全体と比べたものが資料 3である。 

 

資料 3 直近生保の加入目的についての状況(単一回答) 

(出所)資料 1 と同じ。 

 

半分以上が「ケガや病気になった際の医療費のため」ということは非対面志向層で

も変わらず、その割合は若干高い。本調査では、実際にどのようなタイプの商品に加

入したかの質問はなく不明だが、非対面志向層も、対面志向層、全体と同様、死亡保

障よりも生存保障系の商品に加入する傾向が強いと考えられる。 

保険加入目的の面でも全体的にみれば、非対面志向層は、対面志向層、全体と比し

て大きな違いはないといえる。そして 2018年以降加入と 2017年以前の加入との間で

は、大きな違いは見られなかった(資料略)。 

 

https://www.dlri.co.jp/
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4. 生保加入の際の主な情報収集源について 

生保商品は、他の商品・サービスに比して複雑であり、色々な情報が存在する。加

入しようとする顧客は、色々な手段で、事前に商品に関する情報収集を行った上で、

加入に至る。この情報収集の際に利用した情報源についても、2022年調査では従来の

調査と同内容で質問されている。その回答結果を非対面志向層、対面志向層、全体と

比較したものが資料 4である。 

 

資料 4 直近生保加入の際の情報収集源の状況(複数回答) 

(出所)資料 1 と同じ 

※下の合計数値は、複数回答を踏まえ別途再集計し算出している。各項目の単純合計値とはならない（注 1）。資

料 5 も同じ。 

 

非対面志向層は、「テレビ・新聞・雑誌などの広告・記事」「商品カタログ、パン

フレット」「ダイレクトメール」「生命保険に関するホームページ」で情報収集した

とする割合が、対面志向層、全体より相対的に高く、非対面志向層らしい傾向であ

る。また、「民保、JAなどの営業職員」から情報収集したとする割合は、対面志向

層、全体よりかなり低くこれも非対面志向層らしい。但し、「民保、JAなどの営業職

員」から情報収集したとする割合は、対面志向層、全体より低いものの、「商品カタ

ログ、パンフレット」や「生命保険に関するホームページ」から情報収集したとする

割合よりも大きい。そして、非対面志向層で最も割合が大きいのは、「家族・友人・

知人等」であり、これは対面志向層、全体と同じである。情報収集手段を大きく括

り、「人的手段」と「非人的手段」に分けると、非対面志向層でも情報収集の際の手

段としては「人的手段」の割合の方が 25％ポイント以上大きい。確かに、非対面志向

https://www.dlri.co.jp/
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層では「非人的手段」を利用する割合は相対的に大きいが、絶対水準としては大きく

はないといえる。 

情報収集手段についての状態を、2018年以降と 2017年以前とに分けて比較したも

のが資料 5である。 

 

資料 5直近加入生保の情報収集先の状況（2018年以降と 2017年以前契約 複数回答） 

(出所)資料 1 と同じ 

 

2018年以降と 2017以前を比べると、非対面志向層での「民保、JAなどの営業職

員」の割合は 2018年以降で 5％ポイント以上低下し、「商品カタログ・パフレット」

や「生命保険に関するホームページ」とほぼ同水準となっている。そして、「生命保

険に関するホームページ」は 2018年以降加入契約では、利用割合が 5％ポイント大き

くなっており、非対面志向層で情報収集でのネット利用が進んでいることを示してい

る。一方、2018年以降と 2017年以前を比べて非対面志向層で最も利用割合が拡大し

https://www.dlri.co.jp/
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たのは「家族・友人・知人等」である。全体としては、やはり非対面志向層は 2018年

以降加入契約でも「人的手段」の利用割合が「非人的手段」より 20％ポイント以上大

きい状態である。 

これは生保加入プロセスにおけるデジタル化の遅れ、生保の商品特性等の要因によ

り、非対面志向層でもネット等の「非人的手段」が生保に関する情報収集手段とし

て、使い勝手がよく、身近で便利なものとの認識がまだ広がっていないことが背景に

なっている可能性がある。確かに近年、保険比較サイト等のネット媒体での情報収集

の普及が謳われ、資料 5からは、非対面志向層でその利用が進んではいることがうか

がえるものの、非対面志向層においても、2018年以降でも「家族・友人・知人等」と

いう「人的手段」で情報収集する割合も大きいことは非対面志向層の現状を理解する

上で重要といえる。 

 

5. 生保加入での利用チャネルについて 

直近加入契約の利用チャネルについて 2022年調査でも、従来通り質問がされてい

る。その結果を非対面志向層と対面志向層、全体と比べて示したのが資料 6である

（注 2）。 

 

資料 6 直近生保加入の際の利用チャネル（単一回答） 

(出所)資料 1 と同じ 

 

非対面志向層のネットチャネル利用割合は 14%と、対面志向層、全体と比べてかな

り高い水準である。一方、営業職員の利用割合は対面志向層、全体と比べてかなり低

い。しかし、絶対水準でみると、非対面志向層でも最も利用割合が高いチャネルは営

業職員である。チャネル全体を「対面チャネル」と「非対面チャネル」に分けて比べ

https://www.dlri.co.jp/
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てみても、非対面志向層でも「対面チャネル」での加入割合の方が、「非対面チャネ

ル」よりも 30％ポイント近く大きく、非対面志向層でも「対面チャネル」の利用が過

半を占めている状況である。 

ここで、加入年次によるチャネル利用割合の違いを確認するため、2018年以降加入

と 2017年以前加入に分けて、非対面志向と対面志向、全体の利用チャネルの状況を比

較したものが資料 7である。 

 

資料 7直近加入契約の利用チャネル状況（2018年以降と 2017 年以前契約  単一回答） 

(出所)資料 1 と同じ 

 

https://www.dlri.co.jp/
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非対面志向層のネットの利用割合は、2018年以降の直近加入契約では 23％まで拡大

している。営業職員の利用割合より若干小さいもののかなり近づいている。この状況

からは、今後の同調査で、非対面志向層で最も利用されるチャネルがネットとなるの

はさほど遠いことではないと考えられる。但し、非対面志向層でも「非対面チャネ

ル」全体の利用割合は、2018年以降加入契約でも「対面チャネル」より 10％ポイント

以上小さく、「非対面チャネル」が「対面チャネル」を上回るのは、まだ相当の時間

がかかることが想定される。 

また、本シリーズの第 1号レポートの冒頭で、チャネルの利用率の推移を掲載し、

ネットチャネルは限定的であるものの、利用割合は足元で拡大していることを示した

（資料 8）（注 3）。 

 

資料 8 生保利用チャネル占率の推移 

(出所)資料 1 と同じ 

 

資料 7において 2017年以前と 2018年以降で対面志向層でのネット利用割合の拡大

はあまりうかがえず、資料 8でのネットチャネル利用割合の拡大は、主として非対面

志向層でのネット利用の拡大によるものであると理解してよいだろう。このようにネ

ットチャネルの利用拡大は非対面志向層の動きの影響が大きいと考えられる。 

 

6. 将来の利用チャネル意向について 

2022年調査では、将来生保加入で最も利用したいチャネルについての質問も従来通

り設けられた。非対面志向層のこの質問への回答状況を、対面志向層、全体と比較し

たものが資料 9である(注 4)。 

https://www.dlri.co.jp/
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資料 9 将来利用希望チャネル状況（単一回答） 

(出所)資料 1 と同じ 

 

将来の利用希望チャネルの状況では、非対面志向層の特徴がはっきりと出ていると

いえる。特に、非対面志向層の将来のネットチャネルの利用意向は 6割超と、対面志

向層、全体と比べて大きいのみならず、絶対水準としても非常に高くなっている。一

方、対面志向層のネット利用意向は極めて小さく、資料 7で確認した 2018年以降での

ネット利用割合と同程度である。つまり非対面志向層の傾向が、全体での将来のネッ

ト利用意向割合を 15.8％まで押し上げているといえる。また、このようなネット利用

意向の状況により、非対面志向層では将来、「非対面チャネル」を利用したいとする

割合が「対面チャネル」より 40％ポイント以上大きくなっている。 

従来の文センの「生活保障に関する調査」でも、ネットチャネルの将来利用意向の

割合が、直近加入契約での利用割合よりかなり大きくなっていることには、生保のチ

ャネル展望に関心のある人々では少なからず注目されていた。このネットチャネルの

将来利用意向の割合の大きさは、2022年調査により非対面志向層の意向によるもので

あることが分かったといえる。 

そして、前項での分析と併せて考えると、今後の生保チャネルの利用割合は、この非

対面志向層の今後の規模、実際の加入動向などが大きな影響を与えることが示唆され

ているとえよう。 

 

7. 小括 

本号では、生保加入プロセスに着目して、非対面志向層の特徴について分析した。 

分析からは、加入目的では、非対面志向層は対面志向層、全体とさほど違いはな

く、生保加入プロセスの前段階といえる加入きっかけ、情報収集において、「知人・

友人」等周囲の「人的手段」にまだ頼っている姿が確認され、非対面志向層といえど

も生保加入プロセスにおいては未だ人が介在することが多いことが分かる。 

https://www.dlri.co.jp/
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直近加入時期別の加入チャネルの分析からは、非対面志向層のネット利用率の拡大

が近年の全体のネット加入率の拡大の背景となっていることが明らかになったととも

に、非対面志向層の将来利用希望チャネルでのネット希望割合が突出して大きくなっ

ており、将来のネット利用拡大に対して、この非対面志向層の動向が大きな影響を与

えることが判明した。将来のチャネル利用状態を展望する上で非対面志向層の動向を

掴むことの重要性が示唆されたといえる。 

次号では、この非対面志向層の生保加入先への考え方、生保商品に対する考え方等

を示し、非対面志向層への理解を進め、より実相把握を進めたい。 

 

（続く） 

【注釈】 

1) このグラフで「保険代理店」の数値は「保険代理店の窓口」「保険代理店の営業職

員」の合計。「家族・友人・知人等」は「家族・親族」「友人・知人」「職場の同

僚・上司」の合計。「生命保険に関するホームページ」は「その会社や代理店のホ

ームページ」「生命保険に関する情報を提供しているホームページ」の合計。いず

れの合計値も、本事項が複数回答されていることを踏まえ、再集計して算出してい

る。 

2) 「営業職員」は「家庭に来る営業職員」「職場に来る営業職員」の計。「保険代理

店」は、「保険代理店の窓口」「保険代理店の営業職員」の計。「銀行・証券」は

「都市銀行の窓口や銀行員(ゆうちょ銀行を含む)」「地方銀・信託銀行・信用組合

の窓口や銀行員」「信託銀行の窓口や銀行員」「証券会社の窓口や営業職員」の計。 

3) 「営業職員」は「家庭に来る営業職員」「職場に来る営業職員」の計。 

「民保・JA・郵便局の窓口」の数値は、「民保・JAなどの窓口」と「郵便局の窓口

や郵便局員」の合計。但し、2007年調査では「民保・郵便局・JAの窓口」という形

で質問されていた。 

「保険代理店」は、「保険代理店の窓口」と「保険代理店の営業職員」の計。但し、

2010年以前の調査では、「保険代理店の窓口や営業職員」という形で質問されてい

た。 

「銀行・証券」は「都市銀行の窓口や銀行員(ゆうちょ銀行を含む)」「地方銀・信

託銀行・信用組合の窓口や銀行員」「信託銀行の窓口や銀行員」「証券会社の窓口

や営業職員」の計。 

また前回までの調査と時系列比較するために、2022 年調査の数値は 18～69 歳のデ

ータで再集計されている。 

4) チャネル区分については、資料 6と同様(注 2参照)。 
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